
２．事業部門 
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国民年金保険料の収納対策等について 

○ 国民年金保険料の納付率については、この数年上昇。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 平成27年度においては、現年度納付率について、少なくとも前年度実績から１．０ 
 ポイント以上の伸び幅を確保することを目標としている。 

• 日本年金機構における不正アクセスによる情報流出事案に対応し、なりすましによる不審電話等との混同を 
 防ぐ観点から、6月1日の事案発表以降、電話等による納付督励業務を見合わせていたが、10月28日に再開 

 

○ 平成28年度においても引き続き納付率の向上に取り組むこととし、公平性などの 
 観点から、督促範囲の拡大を実施することとしている。 
 

○ 各市町村におかれても、口座振替等の申出受理や申請免除該当者への案内状送付 
 など、納付率の向上に向けた取組へのご協力をいただきたい。 

平成24年度末時点 平成25年度末時点 平成26年度末時点 平成27年度の状況 

平成24年度分 
保険料 

５９．０％ 
（現年度実績） 

６３．５％ 
（過年度1年目実績） 

６７．８％ 
（過年度2年目実績） 

平成25年度分 
保険料  

６０．９％ 
（現年度実績） 

６７．２％ 
（過年度1年目実績） 

６７．９％ （過年度2年目の目標） 

６８．８％ （直近の実績） 

平成26年度分 
保険料 

６３．１％ 
（現年度実績） 

６７．１％ （過年度1年目の目標） 

６５．４％ （直近の実績） 

平成27年度分 
保険料 

６４．１％ （現年度の目標） 
５６．７％ （直近の実績） 
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１．国民年金の保険料収納対策の推進                       ８０．０億円 
                      
  ・高所得であり長期間保険料を滞納している者を対象に強制徴収を徹底 

    保険料滞納者に対しては、所得などによって一定の基準を設け、その範囲の者には必ず督促する取組を進めながら段階的に拡大を 
   図り、平成30年度を目途に、免除等に該当する者及び免除等に該当する可能性のある低所得者を除いたすべての滞納者への督促を目 
   指す。 
    平成28年度においては、控除後所得350万円以上（平成27年度は控除後所得400万円以上）かつ未納月数７月以上のすべての滞納者 
   に督促を実施する（督促状を送付し、指定期限内の納付を促しても納付がない場合には、財産差し押さえ等の手続きに入る）。 

 
 

２．厚生年金保険の適用促進対策                          ７９．９億円 
 

  ・適用調査対象事業所に対する加入指導等の集中的な取組             

    法人登記簿情報の活用と併せて、国税庁からの情報提供により稼働実態が確認された適用調査対象事業所については、日本年金機 
   構職員による対応を基本として、平成27年度から3年間で集中的に加入指導等に取り組むこととしている。 
    平成28年度においては、法人番号の利用開始に合わせて、国税庁から法人番号を加えた情報の提供を受け、日本年金機構において 
   厚生年金適用事業所との紐付けを完了し、加入指導を加速化させる。 

    （※）平成27年度においては、民間事業者の活用を含め、適用調査対象事業所の調査等を通じて厚生年金に加入すべき事業所で 
       あるかを把握した上で加入勧奨や加入指導を行い、平成28年度においては、既に把握した事業所に対して加入勧奨や加入 
       指導を重点的に実施。  

平成２８年度予算案等における国民年金保険料収納対策等について 

国民年金の保険料収納対策の推進及び厚生年金保険の適用促進対策に要する経費 
１６０億円 
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国民年金保険料の納付率等の推移 

（注）  保険料は過去２年分の納付が可能であり、最終納付率とは、過年度に納付されたものを加えた納付率である。 
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厚生年金保険の適用・徴収の推移 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

 適用事業所数 1,748,578 1,745,027 1,758,192 1,800,619 1,867,185 

 うち新規適用事業所数 67,300 69,719 74,677 91,457 113,430 

  うち加入指導により 
  適用となった事業所数 

4,808 6,685 8,322 19,099 39,704 

 保険料収納率 97.8 98.0 98.1 98.4 98.6 
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（３）  予算措置について 
     国民年金等事務取扱交付金については、平成25年度、市町村の実態に即した費用等を把握することを 
    目的として、総務省、財務省及び厚生労働省の三省合同で実態調査を実施し、その調査結果を26年度予 
  算から反映し、積算しているところ。 
 

     平成28年度予算案については、法定受託事務は人事院勧告を加味し、協力連携事務は平成27年6月 
  に行われた行政事業レビュー公開プロセスの取りまとめコメントを受け、事業実績を考慮し適切な予算積算 
  を行った。（参考４） 

 国民年金等事務取扱交付金について 

１．国民年金等事務取扱交付金について（参考１） 
（１） 法定受託事務に係る交付金（参考２） 
    基礎年金、老齢福祉年金及び特定障害者に対する特別障害給付金の支給に係る事務の一部は、法定 
   受託事務として市町村が行っている。この法定受託事務に要する費用は、国が交付している。 
 
（２） 協力連携事務に係る交付金（参考３） 
    法定受託事務に付随する事務や相談等については、国と市町村との協力・連携のもとで行っている。こ 
  の協力連携事務に要する費用も、国が交付している。 

     （単位：億円） 

区   分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度（案） 

法定受託事務 ２４４ ２５６ ２４３ ２３２ 

協力連携事務 ５３ ８７ ７４ ６２ 

合   計 ２９７ ３４４ ３１７ ２９４ 
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（１）市町村の法定受託事務に対する交付 

○ 基礎年金及び福祉年金、特定障害者に対する特別障害給付金の支給に係る事務 
  の一部は、法定受託事務として市町村が行っている。 
○ 法定受託事務に必要な費用は、国が交付することとされている。 

基礎年金等事務取扱費 

福祉年金事務取扱費 

特別障害給付金事務取扱費 

（２）国民年金事務に係る市町村の協力・連携に対する交付 

○ 法定受託事務に付随する事務や相談等について、地方分権一括法による国民年
金事務の見直しに伴い、国と市町村の協力・連携のもとに実施している。 

○ 協力・連携に必要な経費については、国が交付している。 

 政令において、事務に要する被保険者（受給権者）１人当たりの費用を基準単価として定め、被保険者（受給権者）数を基に交付金総額の算定の考え方を規定。 
 基礎年金等事務費交付金及び福祉年金事務費交付金については、政令において各々人件費に対応する部分及び物件費に対応する部分に分かち、これらの部分の
市町村毎の算定方法を省令において規定 

協力・連携に要する交付金 

◇ 地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）（抄） 
  （地方公共団体が負担する義務を負わない経費） 

第十条の四 専ら国の利害に関係のある事務を行うために要する次に掲げるような経費については、地方公共団体は、その経費を負担する義務を負わない。 
一～六（略） 
七 国民年金、雇用保険及び特別児童扶養手当に要する経費 
八～九（略） 

◇ 国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）（抄） 
  （事務費の交付） 

第八十六条 政府は、政令の定めるところにより、市町村（特別区を含む。以下同じ。）に対し、市町村長がこの法律又はこの法律に基づく政令の規定によつ
て行う事務の処理に必要な費用を交付する。 

 
 
 

（参考１）国民年金等事務取扱交付金（概要） 
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（参考２） 法定受託事務の主な内容 

事務の内容 根拠条文 

１．被保険者（第２・３号被保険者を除く。）の資格の取得・喪失，種別の変更，氏名・住所の変更等
に関する届出を受理し，その届出に係る事実を審査するとともに，厚生労働大臣に報告すること。 

【国法１２①・１０５，
国令１の２】 

２．任意加入（高齢任意加入を含む。以下同じ。）及び資格喪失の申出を受理し，申出に係る事実を審
査するとともに，厚生労働大臣に報告すること。 

【国法附則５，改正法
附則（平６）１１①
⑤・（平１６）２３，
国令１の２】 

３．任意脱退の承認申請書を受理し，厚生労働大臣に報告すること。 【国法１０，国令１の
２】 

４．年金手帳の再交付申請書を受理し，厚生労働大臣に報告すること。 【国令1の２】 

５．保険料の全額，３／４，１／２，１／４の免除，学生納付特例，若年者納付猶予の申請を受
理し，申請に係る事実を審査するとともに，厚生労働大臣に報告すること。 

【国法９０・９０の２・
９０の３・改正法附則
（平１６）１９，国
令1の２】 

６．付加保険料納付・辞退の申出または該当・非該当の届出を受理し，申出に係る事実を審査するととも
に，厚生労働大臣に報告すること。 

【国法８７の２，国令
1の２】 

７．受給権者からの第１号被保険者期間（任意加入期間を含む）のみの老齢基礎年金等の裁定その他
給付に係る申請等を受理し，申請等に係る事実を審査するとともに，厚生労働大臣に報告すること。 

【国法１６，国令1の
２】 

８．第１号被保険者（任意加入及び高齢任意加入含む）及び老齢基礎年金を除く受給権者の死亡に
関する届出書を受理し，届出に係る事実を審査すること。 

【国法１０５，国令１
の２】 

注） 市町村が行う事実の審査とは，市町村の保有する公簿（戸籍，住民票，市町村民税課税台帳等）により，住所・氏名・生年月日及び所
得の状況等を確認することをいう。 20 



（参考３） 市町村との協力・連携事務の主な内容 

 市町村との協力・連携について 
 地方分権一括法による国民年金事務の見直しの際に法定受託事務と整理されなかった資格取得時等における保険

料納付案内，口座振替，前納の促進事務や相談等について，被保険者に対するサービス低下を来たさぬよう，国
と市町村との協力・連携のもとに実施している。 

 この協力・連携に必要な費用についても，必要な財政措置を行っている。 

 協力・連携の状況（平成２６年度） 
 １ 資格取得時等における保険料納付案内､口座振替､前納の促進              

  (1) 納付督励（資格取得届、氏名変更届、住所変更届）                （１，７３５市町村） 

  (2) 口座振替申出受理・クレジットカード納付申出受理、前納申出受理                  （１，５３９市町村） 

 ２ 保険料納付督励広報記事等の広報誌への掲載                    （１，６１６市町村） 

 ３ 市町村において行われる相談業務                          （１，７２３市町村） 

 ４ 各種情報提供 

  (1) 所得情報の提供（紙）                               （２７４市町村） 

  (2) 所得情報の提供（磁気媒体）                          （１，６１４市町村） 

  (3) ２０歳、３４歳、４４歳到達者の情報提供（外国人）                  （９５５市町村） 

  (4) 電話番号の情報提供                               （１，１９３市町村） 

  (5) その他の情報提供                               （１，２８６市町村）  

  (6) 法定受託事務以外の申請書等回付                         （１，２２０市町村） 

  (7) 情報提供に必要なシステム開発                             （４市町村） 

 ５ 障害者手帳交付者への障害年金周知                          （７１３市町村） 

 ６ その他地域の実情を踏まえた協力 

  (1) 申請免除該当者への案内状送付                             （７０市町村） 

  (2) 窓口装置を利用したきめ細やかな年金相談                       （９６市町村） 

  (3) ねんきんネットの情報の提供                            （４６０市町村） 

  (4) ねんきんネットの導入                                （８７市町村） 

  

 ※ （ ）内は、１，７４１市町村（特別区を含む）のうち、当該事項について協力のあった市町村数 21 



（参考４） 行政事業レビューの評価結果 

見直し案（年金局） 

■協力連携事務の推進 
○国民年金の安定的運営のため住民へのサービス向上を図る事務としてより多くの市町村に協力・連携していただくことに取り組む。 
【取組の例】 
・昨年度に市町村向けに作成した業務支援ツールの活用を促進し、市町村において行われる年金に関する相談等業務に利用いただき、 
 より多くの市町村に協力を求め、住民サービス向上を図っていただく。 
・昨年度に市町村向けに作成した保険料納付督励及び制度周知に関する情報提供ツール（広報ツール）の活用を促し、WEB掲載、 
 窓口やイベントでの配布に利用いただき、より多くの市町村に協力を求め年金を身近なものに感じていただくことにより住民サービス向上を 
 図っていただく。 

■予算要求の適正化 
○利用実績を踏まえた見直しを行いつつ、市町村が持ち出す超過負担が生じることがないよう、適切な予算積算を行っていく。 
  

 

行政事業レビュー・公開プロセス（６月22日） 
事業名：公的年金制度等の適正な運営に必要な経費（国民年金等事務取扱交付金等） 

※協力連携事務に係る交付金が公開プロセスの対象 

見直し案にある、住民サービスの向上を図るため、より多くの市町村に協力・連携していただくよう、市町村向け業務支援
ツールや広報ツールの活用を促進するとともに、市町村の超過負担が生じないよう適切な予算積算を行うことに加え、イン
センティブを加味した単価設定を行った協力連携メニューを中心に、執行状況の推移を継続的に把握し、その状況を踏ま
えて市町村の取組が一層進展するよう交付金のさらなる重点化などの見直し検討を行うとともに、住民の利便性やコスト、
ＩＣＴの発達状況などを考慮しつつ、日本年金機構と市町村の役割分担のあり方について、引き続き抜本的な検討を
行うことが必要。 

とりまとめコメント 
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○ 所得の額が一定の基準（※）を下回る老齢基礎年金の受給者に、老齢年金生活者支援給付金（国民年金の 
保険料納付済期間及び保険料免除期間を基礎）を支給する。 

   ①基準額（月額5千円）に納付済期間（月数）/480を乗じて得た額の給付 
   ②免除期間に対応して老齢基礎年金の1/6相当を基本とする給付 
  （※）住民税が家族全員非課税で、前年の年金収入＋その他所得の合計額が老齢基礎年金満額以下であること（政令事項）   
○ 所得の逆転を生じさせないよう、上記の所得基準を上回る一定範囲の者に、上記①に準じる補足的老齢年金

生活者支援給付金（国民年金の保険料納付済期間を基礎）を支給する。 
  
○ 一定の障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給者に、障害年金生活者支援給付金又は遺族年金生活者支援  

給付金を支給する。（支給額：月額5千円(1級の障害基礎年金受給者は、月額6.25千円)）   
○ 年金生活者支援給付金の支払事務は日本年金機構に委任することとし、年金と同様に２ヶ月毎に支給する。 

年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成24年法律第102号） 

１．法律の概要 
 

補足的給付金 

（年金収入＋ 
その他所得の合計） 

基礎年金満額  

イメージ図 

 補足的給付金の 
支給範囲 

３．市町村における事務 

・厚生労働大臣に対する給付金支給候補者の所得情報等の
提供 

・第1号被保険者期間のみを有する者等の認定請求の受理
（政令で規定する予定）       等 

２．施行期日 ：平成29年4月1日 

 老齢給付金の 
支給範囲 

老齢給付金 

月5000円×         を支給 納付済月数 
  ４８０ 
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11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

△ ▲ ▲ ▲ ▲

日本年金機構

◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆ ◇ ◆

△ ▲

◎ ◎

▲

注：　◆は給付金の定期支払い、◇は給付金の随時支払い

国保中央会・連合会

市区町村

厚生労働省

「年金生活者支援給付金の支給に関する法律」の施行に向けたスケジュール（予定）

平成27年度 平成２８年度 平成２９年度

継続認定処理

政省令

公布予定

施行期日政令

公布予定

4/1

対象者抽出

10/1 請求書（ターンアラウンド）

送付開始

事前受付開始

10/1 事前受付開始

対象者データ作成

所得等データ収録

（H27年中所得）

パブコメ

開始予定

（事前調達等実施）

所得等データ収録

（H28年中所得）

施行

4・5月分

支払

事務費政省令

公布予定

6・7月分

支払

8・9月分

支払

10・11月分

支払

機構・市区町村間

のデータ送受

4/1

対象者抽出

機構・市区町村間

のデータ送受
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「年金生活者支援給付金の支給に関する法律」の施行に向けた 
平成28年度における市町村の事務処理（予定） 

 

 

実 施 時 期 事   務   内   容 

平成28年５月末～
平成28年７月 

○ 市町村は、所得情報等の提供のために構築したシステム（給付金システム）を
活用して、平成27年中所得の情報を日本年金機構に提供する。 

 
 ※ 日本年金機構は、平成28年10月１日より、平成29年４月からの年金生活者支援給付金受給対象者に対し

てターンアラウンド形式の年金生活者支援給付金請求書の送付を行うことを予定していることから、それま
でに所得情報を把握する必要がある。 

平成28年10月～
平成29年３月末 

○ 市町村は、第１号被保険者期間のみを有する者の老齢年金生活者支援給付金
及び補足的老齢年金生活者支援給付金の認定の請求の受理及びその事実につ
いての審査等に関する事務を行う。 

 
 ※ ただし、日本年金機構からターンアラウンド形式の年金生活者支援給付金請求書が送付された者等につ

いては、直接、日本年金機構に請求することになるため、市町村を経由しないこととなる。 

 
○ 市町村は、給付金システムを活用した所得情報の提供が行われなかった者（例
えば、税の未申告者等）について、その者が第一号被保険者期間のみを有する者
であるか否かにかかわらず、所得等の証明を行う（※）。 

 
 ※ 詳細な方法については、改めて整理の上周知する予定。 

 ※ 上記の者に対しては、日本年金機構から、所得等の証明を受けた上で給付金を請求するよう促す案内を
発送する予定。 

（参考）平成27年12月25日付け事務連絡 25 



○ 年金記録の訂正手続は、地方厚生（支）局において自治体その他の行政機関などから収集し
た資料に基づき、訂正（不訂正）の決定を行っている。 

【参考】平成２７年度（１１月末まで）の状況 

     受付件数：4,506件 
     処理件数：3,375件 
       うち 地方厚生（支）局で処理：1,612件 日本年金機構で処理：1,507件 請求取り下げ等：256件                    

○ 今後も地方厚生（支）局から自治体に対して、請求者に係る情報の他、過去の市町村広報誌や 
 条例等について資料提供を依頼する場合があるので、引き続きご協力の程よろしくお願いしたい。
依頼先 

【年金記録の訂正請求のイメージ図】 

➀請求書提出 ⑤諮問 

⑥答申 ⑦訂正（不訂正）決定通知 

請
求
者 

地方厚生（支）局 

自治体、関係省庁、事業所など 

地
方
審
議
会 

③
資
料 

 
 

収
集 

④
提
供 

年金事務所 
②送付 

依頼先 調査内容（例） 

都道府県 ・請求者の軍歴（軍歴証明書） 

市区町村 

・請求者の所得状況（住民税申告書等） 
・請求者の家族構成、居住地等（戸籍謄本、住民票等） 
・請求期間当時の国民年金の事務取扱の記録（納付組織や集金人についての照会） 
・請求期間当時の国民年金の記録（免除申請の記録等） 
・請求者の国民健康保険の加入及び納付状況（国民健康保険の被保険者名簿） 

年金記録の訂正手続 
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（参考）平成27年9月9日付け年管企発0909第4号・年管管発第3号、平成27年11月16日付け年管管発1116第1号、 

    平成27年11月16日付け事務連絡、平成28年１月７日付け事務連絡 

１．日本年金機構における個人番号の取扱い 
○昨年６月の不正アクセス事案を受けて、日本年金機構は、政令で定める日まで、
個人番号の利用等ができないこととなっている。このため、市町村から個人番号
を受け取ることもできない。 

 
２．市町村における個人番号の取扱い 
○市町村は、番号法省令が定められたことにより、本年１月１日より、個人番号を
法定受託事務に付随する相談・照会事務に利用することが可能。 

 

○一方で、市町村より法定受託事務において日本年金機構への送付に用いる各種様
式については、日本年金機構が個人番号を利用できるまでの間、個人番号の記載
は行わない方法でご対応いただきたい。 

 

○なお、老齢基礎年金など年金請求等手続きの添付書類として個人番号が記載され
た住民票の写しが提出された場合の対応は、以下のとおり。 

 

 ・「日本年金機構では個人番号を利用できない」旨を申請者に説明の上、個人番号が記載さ
れた部分が見えないように、付せん等でマスキングした後にコピーを取り、コピーした
住民票の写しに原本証明をすること。 

 

・コピーした住民票の写しにより内容審査等を行った上で、日本年金機構（年金事務所
等）へ回付すること。 

個人番号利用等についての対応 
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年金局 施策照会先一覧 （厚生労働省代表電話 ０３－５２５３－１１１１） 

施策事項（資料ページ） 所管課室 担当係 担当者 内線 

年金制度改革の方向性 
（P.3～12） 

総務課 企画係 高宮補佐 3313 

国民年金保険料の収納対策等 
（P.14～P.17） 

事業管理課 国年収納係 
厚年管理係 

松尾補佐 
石河補佐 

3661 
3644 

国民年金等事務取扱交付金 
（P.18～P.22） 

事業管理課 国年収納係 松尾補佐 3661 

年金生活者支援給付金 
（P.23～P.25） 

事業管理課 企画係 渡邊主査 3667 

年金記録の訂正手続 
（P.26） 

事業企画課 年金記録審査室 本山補佐 3614 

個人番号利用等についての対応 
（P.27） 

事業管理課 企画係 渡邊主査 3667 
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